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栃木県不動産市場動向調査（ＤＩ）第１９回調査結果の公表について

　このたび、公益社団法人栃木県宅地建物取引業協会及び公益社団法人栃木県不動産鑑定士

協会で共同実施している「栃木県不動産市場動向調査（ＤＩ）」が１９回目を迎え、公表する運び

となりました。

　ＤＩとは、現況や先行きの見通し等についての定性的な判断を指標として集計加工した指数で

あります。ＤＩとして有名なものには景気動向指数（内閣府が公表する景気の動向指数）や業況

判断指数（日本銀行が公表する景気判断の指数）等があり、景気の将来動向を予測する上で重

要な指数となっています。

　わたくしどもの「栃木県不動産市場動向調査（ＤＩ）」は、県内の不動産を対象として不動産の

種類ごとの価格動向や需給動向について、実際に不動産の売買や仲介業務などに携わっている

公益社団法人栃木県宅地建物取引業協会の会員に、過去半年間における実感と今後半年間にお

ける予測についてアンケートを実施し、これを指数化したものです。

　県内の不動産市場動向を的確に把握するとともに、その成果を広く公表し、不動産取引の際

の適正価格の指針としてご活用いただくことや、行政が効果的な土地住宅政策を実施できるよ

うな参考資料として役立てていただければと考えております。

　この調査は継続的に実施することで、県内の市場動向を時系列的に把握することが可能とな

りますので、今後とも調査活動に対するご理解とご支援を賜りますようお願い申し上げます。

　最後に、お忙しいなか調査にご協力いただきました関係者の方々に心より御礼申し上げます

とともに、本調査が県民の皆様への有用な情報提供になれば幸いに存じます。

公益社団法人  栃木県宅地建物取引業協会
公益社団法人  栃木県不動産鑑定士協会
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※ 回答内訳の割合（％）は、端数処理の関係で合計が100％にならないことがある。

◇問１： 回答者の主な営業地区
 
　　　　［各市町の集計区分]

［１］栃木県不動産市場動向調査の概要

１．アンケート調査の概要
　本調査は、公益社団法人栃木県宅地建物取引業協会と公益社団法人栃木県不動産鑑定士協会とが
共同で、栃木県における令和3年10月1日時点から令和4年4月1日時点（今回調査時点）までの半
年間の不動産市場に関する実感と、今回調査時点から半年後の令和4年10月1日時点における不動
産市場に関する予測について調査を行ったものである。
　なお、本調査は回答者の実感や予測を定性的に把握し指数化するものであり（2頁参照）、実際
の取引価格や成約件数等を定量的に示す調査ではない。

◇調査時点：　令和4年4月1日
◇調査方法：　公益社団法人栃木県宅地建物取引業協会の会員に対するアンケート調査
　　　　　　　（アンケート調査票の内容は巻末に記載）
◇発 送 数：　1,303
◇回 答 数：　　287（ 回収率22.0% ）
◇集計区分：　  県内を宇都宮地区、県南地区、両毛地区、芳賀地区、県西地区、塩那地区、県北地区

の7地区に区分し、集計を行った。

※発送数は会員事務所所在地を、回答数は主な営業地区
を基準に集計している。問２以降、複数の営業地区の選
択があった場合はそれぞれを１回答として集計するた
め、ここでの回答数(県計)と一致しないことがある。
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 ２．動向指数（ＤＩ）について

（1）ＤＩとは
　ＤＩとは、Diffusion Index（ディフュージョン・インデックス）の略で、現況や先行きの見
通し等についての定性的な判断を指標として集計加工した指数である。各種設問に対する回答数
構成比率について長期の動きを時系列で追うのは煩雑となるが、ＤＩにすることにより、それら
の動向の把握が容易になる。

　ＤＩは、日本銀行が実施している全国企業短期経済観測調査（通称：日銀短観）や内閣府が発表
している景気動向指数、民間では株式会社帝国データバンクが実施しているＴＤＢ景気動向調査等
の各種調査において広く活用されている。

（2）本調査におけるＤＩの算出方法
　本調査においては、設問ごとの５段階の選択肢「大きく上昇（増加）、やや上昇（増加）、横
ばい、やや下落（減少）、大きく下落（減少）」に以下の点数を与え、これらを各回答区分の構
成割合に乗じて合計することにより、次式のとおり算出している。

　ＤＩ＝（Ａ/Ｆ×100）+（Ｂ/Ｆ×75）+（Ｃ/Ｆ×50）+（Ｄ/Ｆ×25）+（Ｅ/Ｆ×0）

　数式上、ＤＩは 0～100の範囲で算出される。
　もし、回答者全員が「大きく上昇」を選択した場合は「100」、同じく全員が「大きく下落」を
選択した場合は「0」となる。「横ばい」の回答割合が大きい場合には、ＤＩは50に近い値となる。

　ＤＩが50を超えている場合は、「上昇（増加）」の回答割合が「下落（減少）」の回答割合より
相対的に多くなっているといえる。

選択肢 大きく上昇 やや上昇 横ばい やや下落 大きく下落 合計

回答数 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

点数 100 75 50 25 0 －
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１．調査結果の概要

◇住宅地の取引価格（10頁、12頁）

■県合計では６割半が「横ばい」、次いで2割弱が「やや上昇」となっており、住宅地の取引価格は横ばいか
らやや上昇傾向がうかがえる。

■６カ月後の予測では「やや上昇」が増加し、「横ばい」が減少しているが、「大きく下落」が増加しており、
現状よりもやや悪化の傾向が予測されている。
　今回実感の回答構成は、県合計では「横ばい」65％、次いで「やや上昇」18％でその合計が全体の
83％を占めており、ＤＩ値は51.2と50を上回る水準で、住宅地の取引価格は横ばいからやや上昇傾向
であったことがうかがえる。なお、宇都宮及び県南地区を除く5地区で50を下回る結果となった。
　今回実感の県合計は、前回調査時の予測（Ｒ3年10月時点の６カ月後予測、「大きく上昇」1％、「やや
上昇」10％、「横ばい」68％、「やや下落」20％、「大きく下落」1％、ＤＩ値47.7）の回答割合と比べ、
「やや上昇」が8ポイント増加し、「横ばい」が3ポイント減少、「やや下落」が4ポイント減少したことに
より、前回予測よりもＤＩ値が3.5ポイント上回る結果となっている。
　今回の６カ月後の予測（Ｒ4年10月時点予測）は、県合計で「やや下落」は16％で今回実感と変化が
なく、「横ばい」が64％で1ポイント減少し、「やや上昇」が19％で1ポイント増加、「大きく下落」が1％
で1ポイント増加していることから、ＤＩ値は50.2と現状よりもやや悪化の予測となっている。

◇商業地の取引価格（10頁、12頁）

■県合計では7割が「横ばい」、次いで2割弱が「やや下落」となっており、商業地の取引価格は横ばいから
やや下落傾向がうかがえる。

■６カ月後の予測では、「横ばい」が減少し、「やや上昇」が増加しており、現状よりもやや改善の傾向が予
測されている。
　今回実感の回答構成は、県合計では「横ばい」70％、次いで「やや下落」18％でその合計が全体の
88％を占めており、ＤＩ値は48.2と50を下回る水準で、商業地の取引価格は横ばいからやや下落傾向
であったことがうかがえる。なお、宇都宮地区を除く6地区で50を下回る結果となった。
　今回実感の県合計は、前回調査時の予測（Ｒ3年10月時点の６カ月後予測、「大きく上昇」1％、「や
や上昇」7％、「横ばい」68％、「やや下落」21％、「大きく下落」3％、ＤＩ値45.6）の回答割合と比べ、
「やや上昇」が4ポイント増加、「横ばい」が2ポイント増加し、「やや下落」が3ポイント減少、「大きく
下落」が3ポイント減少したことにより、前回予測よりもＤＩ値が2.6ポイント上回る結果となっている。
　今回の６カ月後の予測（Ｒ4年10月時点予測）は、県合計で「やや上昇」が18％で7ポイント増加、
「横ばい」が63％で7ポイント減少していることから、ＤＩ値は49.5と現状よりもやや改善の予測となっ
ている。

［２］アンケート集計結果
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◇中古住宅の取引価格（11頁、13頁）

■県合計では７割強が「横ばい」、次いで１割半ばが「やや下落」で、中古住宅の取引価格は横ばいからやや
下落傾向がうかがえる。

■６カ月後の予測では６割強が「横ばい」、２割が「やや下落」と回答し、今回実感と同様であり、横ばいから
やや下落傾向が予測されている。
　今回実感の回答構成は、県合計では「横ばい」が71%、次いで「やや下落」が15％で、その合計は全体
の86％を占めており、DI値は49.5と50を下回る水準である。また、中古住宅の取引価格は、横ばいから
やや下落傾向で商業地の取引価格と同様の結果となった。
　今回実感の県合計は、前回調査時の予測（Ｒ3年１０月時点での6カ月後予測、「大きく上昇」1％、
「やや上昇」１０％、「横ばい」67%、「やや下落」2２％、「大きく下落」１％、DI値4６.８）の回答割合と
比べて「やや上昇」、「横ばい」が増加し、「大きく上昇」、「やや下落」、「大きく下落」が減少する回答割
合となっており、DI値は前回調査時の予測（4６.８）を２.７ポイント上回っている。
　今回の6カ月後の予測（R4年１０月時点予測）は、県合計で、「やや上昇」が1７％、「横ばい」が6２％、
「やや下落」が2０％で、DI値は4９.３となっており、先行きについても今回実感（4９.５）と同様な予測と
なっている。

◇賃料・入居率（16頁、17頁）

■家賃は、住居系不動産及び事業用その他不動産ともに横ばいからやや下落傾向がうかがえる。
　住居系不動産の家賃は、県合計では「横ばい」が7５%、「やや下落」が1８％で、横ばいからやや下落
傾向である。
　事業用その他不動産の家賃は、県合計では「横ばい」が6７％、「やや下落」が３０％で、横ばいからやや
下落傾向である。
　住居系不動産は、前回調査と比べて宇都宮地区はDI値が５.０ポイント、県南地区は０.２ポイント、
両毛地区は2.7ポイント、県西地区は1.1ポイント増と改善し、芳賀地区は10.2ポイント、塩那地区は0.5
ポイント、県北地区は4.2ポイント悪化しており、特に悪化幅が大きいのは、芳賀地区であるが、県北地
区も前回のDI値５０から45.8へと減少し、悪化傾向となっている。
　事業用その他不動産についても、前回調査と比べて両毛地区が、DI値が2.5ポイント、塩那地区が
2.2ポイント増で改善したが、その他の地区は全て悪化している。特に芳賀地区のDI値は12.6ポイント
減の３０.６と悪化となっており、その他の地区の悪化幅を上回っている。

■入居率は、住居系不動産及び事業用その他不動産ともに横ばいからやや下落傾向がうかがえる。
　住居系不動産の入居率は､県合計では「やや上昇」が1４％、「横ばい」が6２％、「やや下落」が2０％、
「大きく下落」が３％で、全体として横ばいからやや下落傾向である。
　事業用その他不動産の入居率は、県合計では「やや上昇」が５％、「横ばい」が６４％、「やや下落」が
2５％、「大きく下落」が６％で、全体として横ばいからやや下落傾向である。
　前回調査に比べ県合計の入居率は、住居系不動産では「やや上昇」と「横ばい」の回答割合が増え、
「やや下落」と「大きく下落」の回答割合が減っている。一方事業用その他不動産では「横ばい」の割合
が増加し、「やや上昇」、「やや下落」、「大きく下落」の回答割合が減少している。
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２．動向指数（ＤＩ）による分析
◇問２･３　住宅地の取引価格

■６カ月前との実感比較では、県西地区を除く全ての地区で改善が見られる。
■６カ月後の予測では、県合計のDI値は50を上回るが、やや悪化の予測となっている。

　調査時点（Ｒ4年4月）の住宅地の取引価格について、県合計のＤＩ値は51.2で、前回調査に比べ
2.6ポイント改善した。なお、前回調査時（Ｒ3年10月）の予測値（県合計47.7）を今回の実感値は
3.5ポイント上回っている。地区別に見ると、県西地区（47.4→47.2）を除く全ての地区で前回より
改善した。
　調査時点から6カ月後（Ｒ4年10月）の住宅地の取引価格予測について、県合計のＤＩ値は50.2で、
今回実感と比較すると1.0ポイント減と、悪化の予測となっている。地区別では、改善を予測して
いるのが芳賀地区5.0ポイント増、両毛地区1.6ポイント増の2地区、悪化を予測しているのが宇都
宮地区4.5ポイント減、県南地区0.9ポイント減、塩那地区0.2ポイント減の3地区であり、その他2地
区は変わらずの予測となっている。
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◇問２･３　商業地の取引価格

■６カ月前との実感比較では、宇都宮地区が大きく改善し、2年ぶりにⅮⅠ値50を上回る。
■６カ月後の予測では、改善予測の地区が多く、県全体でも改善する予測である。

　調査時点（Ｒ4年4月）の商業地の取引価格について、県合計のＤＩ値は48.2で、前回調査に比べ
1.3ポイント上回った。なお、前回調査時（Ｒ3年10月）の予測値（県合計45.6）を今回の実感値は
2.6ポイント上回っている。地区別に見ると、宇都宮地区が4.9ポイント増と大きく改善したほか、
県北地区が1.6ポイント増、県南地区が0.6ポイント増、塩那地区が0.3ポイント増となっている。他
方、県西地区が3.9ポイント減、芳賀地区0.9ポイント減、両毛地区が変わらずとなっている。
　調査時点から６カ月後（Ｒ4年10月）の商業地の取引価格予測について、県合計のＤＩ値は49.5で、
今回実感と比較すると1.3ポイント上回る予測となっている。地区別では、今回実感が大きく改善し
た宇都宮地区が1.4ポイント減のほか、両毛地区も1.5ポイント減の予測であるが、県南地区など5地
区が改善の予測であり、県全体としても改善予測となっている。
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◇問２･３　中古住宅の取引価格

■６カ月前との実感比較では、県内全ての地区で改善となった。
■６カ月後の予測では、悪化を予測する地区が多く、県全体としてもわずかながら悪化の予測である。

　調査時点（Ｒ4年4月）の中古住宅の取引価格について、県合計のＤＩ値は49.5で、前回調査に比べ
2.9ポイント増となり、地区別では全ての地区で改善となっている。なお、前回調査時（Ｒ3年10月）
の予測値（県合計46.8）を今回の実感値は2.7ポイント上回っている。
　調査時点から６カ月後（Ｒ4年10月）の中古住宅の取引価格予測について、県合計のＤＩ値は49.3
で、今回実感と比較すると0.2ポイント減であり、わずかながら悪化の予測である。県南地区、両毛
地区、県北地区においては改善の予測であるが、その他4地区では悪化の予測となっている。
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◇問４・５　宅地の取引件数

■６カ月前との比較では、宅地の取引件数は同程度と実感。
■６カ月後は宇都宮地区、県西地区を除いてDI値50を下回り、減少傾向が続く予測。

　調査時点（R４年４月）の宅地の取引件数について、県合計のDI値は45.３で、前回調査に比べ
0.3ポイント増であった。地区別に見るとDI値が最も高かったのは芳賀地区（50.0）で、前回調査に
比べ10.0ポイント増加したが、県内でDI値が50を上回ったのは当地区のみであった。DI値が最も
低いのは県南地区（39.7）で、0.3ポイント増加している。宇都宮地区、県南地区、芳賀地区が前回調
査より改善しているが、その他の地区でDI値は前回より悪化傾向にある。なお、前回調査時のR4年
4月の宅地の取引件数の予測DI値は県合計で45.6であったのに対して今回実感は45.3と、予測より
も実感のDI値が0.3ポイント低いものとなった。
　調査時点から6カ月後（R4年10月）の宅地の取引件数予測について、県合計のDI値は46.4で、
今回実感と比較すると1.1ポイント増と僅かに改善する予測となっている。地区別に見ると、DI値が
最も高いのは県西地区（51.3）で、最も低いのは芳賀地区（35.0）となっており、宇都宮地区、県西
地区以外の全ての地区でDI値が50を下回り、宅地の取引件数の減少が予測されている。
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◇問４･５　中古住宅の取引件数

■６カ月前との比較では、中古住宅の取引件数は改善傾向にある。
■６カ月後は宇都宮地区以外でＤＩ値50を下回り、減少傾向が続く予測。

　調査時点（R4年4月）の中古住宅の取引件数について、県合計のDI値は48.3で、前回調査に比べ
3.4ポイント増であった。地区別に見ると、DI値が最も高いのは宇都宮地区（54.3）で、前回調査に
比べ7.4ポイント増と大幅に増加した。DI値が最も低いのは県南地区（44.3）で、宇都宮地区以外の
地区でDI値は50を下回った。なお、前回調査時のR4年4月の中古住宅の取引件数の予測DI値は県
合計で46.6であったのに対して今回実感は48.3と、予測よりも実感のDI値が1.7ポイント高いもの
となった。
　調査時点から６カ月後（R4年10月）の中古住宅の取引件数予測について、県合計のDI値は46.7
で、今回実感と比較すると1.6ポイント減少する予測となっている。地区別に見ると、DI値が最も
高いのは宇都宮地区（51.3）で、最も低いのは芳賀地区（35.7）となっており、宇都宮地区以外の
全ての地区でDI値が50を下回り、引き続き中古住宅の取引件数の減少が予測されている。
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３．設問ごとの回答内訳
◇問２　取引価格の６カ月前（R3.10.1時点）との比較
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◇問３　６カ月後（R4.10.1時点）の取引価格の予測
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◇問４　取引件数の６カ月前（R3.10.1時点）との比較

14



◇問５　６カ月後（R4.10.1時点）の取引件数の予測
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◇問6　賃料の６カ月前（R3.10.1時点）との比較
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◇問７　入居率の６カ月前（R3.10.1時点）との比較
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◇問8　  コロナ禍、及び近時のインフレ等、不動産市場を取り巻く環境の中でここ１年程度
での変化等がありましたら、ご自由にお書き下さい。

宇都宮市

住居系賃貸物件、昨年はファミリータイプの契約がほとんど無く、単身者向けが少しずつだが継
続して契約になっていた。しかし、全体的な動きはかなり少なかった様に感じる。全てはコロナの
影響。今年の春先はその反動なのか単身・ファミリー問わずかなりの数が動いている。

安価な物を求めるお客様増加。質より価格重視。

新築一戸建て建売の値段がかなり高くなってしまっている。つられて中古一戸建ても上昇傾向に
あるため、低所得者が家を持てなくなってきている。

コロナ及び経済状況により、利便性の高いエリア（鉄道主要駅沿線や、買い物の便が良い所）と
反対のエリアの格差が開いている。

賃貸住宅と駐車場賃貸でここ1年よりやや動きが見られる。これが続くかというと参院選の結果
次第と思う。増税策となると景気は上がらないのが確実である。

住宅資材、機器の高騰はしばらく続き、納品の遅れもあると感じます。
木材は高値安定ですが、合板類は不足しています。

Web上での完結にスタッフも無理やり慣れた。

区画整理地の価格が上昇。

地方移住の問い合わせがなくなりました。1年前は首都圏から栃木へ移住を検討されている方や
別荘の問い合わせがありました。（テレワークでお仕事ができるお客様）

中古住宅の需要が多くなりました。又、県外のお客様からの問い合せが多いです。

住宅購入意欲は衰えていない様子（ハウスメーカーの業績は堅調）だが、地主はコロナ禍の為か
売りモノが少ない。

来客数については同業者の訪問が減少、ネットや電話による問い合わせが増加。

建築費の上昇。

外国人労働者の減少と企業の出張などが減少した為、宇都宮駅付近の賃貸物件に空室が目立つ
ようになった。

来場型イベント開催が難しい。

新築の価格が一段と高くなった。
設備が本当に入ってこない。

農地の売買の仲介が1件あり。宅建業というより書士業務であった。農家の住宅の売却依頼は来
るが条件が厳しく簡単ではない。

リフォーム等の工事費が上がる傾向となっている為、不動産価額に影響するかどうか気になる。
現在の価額（不動産）は高いと思われるので、まだ見えないという感じ。

事業用の（特に事務所）の空室が増えた気がします。
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小山市

コロナ禍の中、人の動きが停滞し田舎町という事情もあるのでしょうがここ2年間、時計の針が
止まってしまったような状況です。宅建業に携わって57年が過ぎましたが、先の見通しが難しい
時代に入ってしまったとつくづく思います。

コロナの影響からなのか、去年に比べ3月の繫忙期の忙しさを感じませんでした。

都内での物件になってしまいますが、やや空室が出やすくなっている印象です。

近年チラシ・看板等にて集客でしたが、デジタル社会になり不動産も一括査定会社による情報が
多くなると同時に顧客（売却依頼人）も素人らしくない顧客が多くなりました。

店舗系不動産の家賃の下落、空室が目立つようになってきた。これから住居系にも波及してくる
ように思われる。

コロナ禍により、土地及び中古住宅、新築住宅の需要はあります。
物件の仕入がなかなか進みません。

下野市

コロナ禍の初期には土地取引がやや増加したが、少し落ちついてきている。

昨年11月～12月は、土地の売買取引件数が急激に増えました。今年2月頃からピークは収まりま
した。
事業用賃借については、入居率はよくありませんがオーナー様が、賃料を高めに設定を希望され
る方が増えてきています。

購入価格が安くなりました。

野木町 お客様のハザードマップの指摘が多くなり、野木町では西口の物件が売りづらくなっています。

足利市

テレワーク等自宅の環境改善なのか、宅地取引は活発であった印象です。

大手ハウスメーカー事業所の縮小や撤退等があり、不動産市場を取り巻く環境の悪化、先行不安
を感じる。

佐野市
売地の問い合せが減っていることから、インフレ傾向の先行きを考えると住宅系取引きの見通し
が悪く感じている。コロナ関連の補助金が関わる事業が増えるかと思うので、そちらにシフトし
たい。

真岡市 取引は不活発傾向にある。

鹿沼市
営業力不足により減少。

住宅価格の上昇。

那須烏山市 引き合いが少ないです
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那須塩原市

企業の転勤者への賃貸物件の斡旋がゼロになった。転勤が無い為新築を考える人が増え、土地
のみの取引が増えた。（建築条件の有無を問わず）
地価が下げ止まりしたままなのも大きい。

土地開発工事代金の上昇、住宅資材の価格の上昇。
地域のインフラ整備（水道、道路、下水）の遅れ、一般事業者では手の出せない部分。

収入が上がるのは一部と思われる事から横ばいと思う。
コロナで別荘地が活気づいているが、一時の事か。若い人の購入が増えれば続いていくと思う。

那須町

退去が少なく、入居希望者が多くなった為、入居率が上がった。
退去後清掃が間に合わない。（物件がない）

中古別荘の取引が活況であり、物件が不足気味ですが、価格の上昇にまでは至っていません。
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4．最近の不動産市場についての感想、アンケート回答の補足等の紹介（順不同、●は営業拠点）

●宇都宮市
　木材や半導体含め建築資材の高騰が住宅関連を直撃するのが目に見えている。

●宇都宮市
　コロナの影響でオリオン通りの飲食業関連の空き店舗が増え、以前の状態に戻った。

●宇都宮市
　投資物件の需要が底堅い。

●宇都宮市
　  東口からのエリアは比較的に好況を呈し開発が進んでおり、新築物件が増えている。西側エリアへの

LRT進出は早期実現して欲しい。

●宇都宮市
　駅東LRT沿線及び岡本地区の地価上昇を実感しています。

●宇都宮市
　法人の賃貸問い合せが、昨年より増加。但し昨年が少なすぎた。

●宇都宮市
　投資物件の銀行借入が厳しくなった。

●宇都宮市
　  住宅新築における、土地相談案件は増えている状況ですが、同時に様子見も多く、動きは遅い感じが

します。

●宇都宮市
　LRTの周辺上昇している。

●宇都宮市
　  ハザードマップも含め、重要事項説明に非常に長く時間を取るようになった。宅建業者の責任をさら

に強く感じる。

●宇都宮市
　投資物件の問い合わせがなくなりました。

●宇都宮市
　  法人様の社宅借上げが減り、新入社員に対して、個人契約の家賃補助（給与に上乗せして支給）とす

る会社が多くなったと思いました。

●宇都宮市
　中古アパート（投資不動産）の購入希望者は相変わらず多く、良い物件は水面下で取引成立している。

●宇都宮市
　転入・転出超過数の推移。

●宇都宮市
　中古アパートの価格が上昇して、物件数も減ってきた。

●宇都宮市
　投資物件の取引きについて、希望者はいるが、融資等が厳しい状況。

●小山市
　  次々と我々業者に法や条例改正を行い更に行政指導と必要以上の責任を負わせ、大変な時代になって

きたと思います。
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●小山市
　ハザードマップの説明を求められることが多くなった。

●小山市
　小山市の内水マップを作成して欲しい。

●小山市
　若い生活保護受給者の方のお部屋探しが以前に比べ増えました。

●小山市
　  数年前は、田舎暮らしが流行った時期がありました。最近は違った意味で田舎の安い中古住宅を求め

る客が多くなった様な気がします。又、若い方で年金がわりに今から投資物件として安い中古住宅を
求める方も多くみられます。

●小山市
　今後の金利動向がとても気になる。

●小山市
　中古住宅が増えてくると思う。

●下野市
　投資目的による不動産取引が著しく減少した。

●下野市
　投資物件の人気や要望は多いですが、どのお客様も融資が厳しい状況にあります。

●下野市
　中古マンションの動きは、昨年11月頃から1月まで動きました。

●佐野市
　中古アパート（古めのもの）需要減。

●佐野市
　中古住宅買い取り業者、買値が100万以下ばかり。

●真岡市
　不動産市場の先は読めない状況にある。

●さくら市
　新築住宅の価格上昇。

●那須塩原市
　行政が行うべきインフラ整備。

●那須町
　  地政による原油高、円安による物価上昇、さらに金利が上がってくるとなれば新築案件は減少し、よ

り程度の良い中古物件が注目されると予想しています。

●那須町
　トラブル防止の為、インスペクションの義務付けを早期に行われると売主・買主ともに取引ができます。
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